
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都教組自転車保険 さらにグレードアップ 

申し込み締め切り期限  2013年9月２５日 

保 険 期 間       2013年12月１日16時～2014年12月１日16時 

３つのグレードアップ 

①賠償責任は１億円まで補償＋示談交渉サービス 

②年間掛け金４９８０円で、ご家族全員の自転車事故を補償 

③手術保険金が付きました。 

★★ ★★●今年度は自動継続ではありません。 

●ご自宅に黄色い封筒で継続書類をお送りしおります。加入・解約ともに必ずご返送下さい。 

※８月５日までにお手続きをすると抽選で２００名に図書カード（１０００円）プレゼント（主催・都教組） 

◆補償内容のお問い合わせ◆ 指定代理店：桜保険事務所 Tel042-467-4152 西東京市田無町3-2-17 

◆加入・掛金のお問い合わせ◆ 都教組共済 Tel03-3234-8132 千代田区二番町12-1エデュカス東京4階 

家族全員の自

転車事故を 

補償します。 

団体割引 

３０％適用 

お忘れなく！ 

都教委の特定の教科書を排除する見解に抗議し、撤回を求める決議 

 

東京都教育委員会は、2013年6月27日の会議で「平成26年度使用都立高等学校用教科書についての見解」を議決しまし

た。この見解は、文部科学省の検定に合格した教科書を、都教委の考え方に合わないといって、高校で「使用することは適

切でない」と決議した前代未聞の不当な内容です。 

わたしたちが、なぜ不当なものだと考えるか、それは、次の3つの理由からです。 

１．文部科学省の教科書検定も否定する見解 

都教委は、実教出版の教科書の「日の丸・君が代」（国旗・国歌）についての「一部の自治体で公務員への強制の動きがあ

る」という書き方が、「都教育委員会の考え方と異なる」ので、「使用することは適切ではない」と決めつけています。そし

て、「この見解を都立高等学校等に十分周知していく」と、都立学校長宛に通知しました。  

 しかし、実教出版の教科書の「一部の自治体で公務員への強制の動きがある」というのは事実を記述したものですから、

文部科学省の検定でも合格したのです。これは、文科省の教科書検定さえ否定する態度です。 

２．教科書選定という学校の教育課程編成権への介入 

旭川学力テスト事件最高裁大法廷判決（1976年5月21日）は、「教育行政機関が法令に基づいてする行為が『不当な支配』

にあたる場合がありうる」ので、教育行政機関が教育基本法（1947 年）第 10 条の「不当な支配」とならないように配慮し

なければならない拘束を受けている」と明確に示しました。 

この規定は、2006年教育基本法第16条でも規定されています。従って、最高裁判決と教育基本法第16条に反するものです。 

 この最高裁判決は、学習指導要領は「（大綱的な）基準の設定として是認することができる」が、「法的拘束力をもって…

…教師を強制するのは適切ではない」と、教師に一方的教育内容を強制してはいけなという内容をもっています。 

３．憲法の保障する 出版・言論の自由と子どもの教育を受ける権利を阻害する 

憲法 21 条は、「・・・言論・出版その他一切の表現の自由はこれを保障する」と書かれています。これから教科書選定が

行われるという時期に、事前に選定の対象から特定の教科書会社の教科書を排除する議決を教育委員会がしたのです。 

 憲法26条は、子どもの教育を受ける権利を保障しており、子どもは｢普通教育｣を受ける権利をもっています。 

教育課程の編成権をもつ各学校では、どの子ももっている発達の可能性を引き出し、伸ばしていけるように教育活動を行っ

ています。その教育の主たる教材が教科書です。各高校が選定を行う前に、特定の教科書の排除を見解として出して、都立

高校に押しつけることは許されません。 

 わたしたちは、この「見解」と議決に抗議し、撤回することを求めます。 

 2013年7月4日 都教組北多摩東支部 支部委員会参加者一同 

2013年7月12日 都教組北多摩東支部 執行委員会 


